
藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金交付要綱 

 

制定 令和７年２月２８日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、物価高騰により、運営に影響を受けている市内介護保険サ

ービス事業所を対象に、事業所が安定的にサービスを提供できる体制を確保

することを目的に、事業継続に向けた支援として、藤沢市介護保険サービス事

業所物価高騰対応助成金を交付するにあたり、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１）事業所 

   介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）に定める事

業所のうち、別表のサービス種別等欄に掲げるサービスを提供する市内に

所在する事業所をいう。 

（２）利用定員数 

   交付申請時点において、指定権者に届出を行っている利用定員数をいう。 

 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付対象者は、次の各号に掲げる全ての要件を満たす事業所

を運営する事業者のうち、市長が適当と認めた者とする。 

（１）令和７年２月１日以前に神奈川県又は本市の指定を受けて、申請日時点に

おいて、現に運営している事業所であること。 

（２）法第７１条第１項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされる保

険医療機関は、次のいずれかに該当するものに限り支給の対象とする。 

ア 令和６年４月から１２月までの提供分における藤沢市からの介護報酬

受領額が８０万円を超える事業所であること。 

イ 申請日において、開設後の営業月数が１２か月に満たない保険医療機関

にあっては、令和６年４月以降に受領した藤沢市からの介護報酬受領額の

合計を営業月数で除し、これに９を乗じて得た額が８０万円を超えるもの 

（３）事業者の事業計画上、申請日から令和７年３月３１日までの間、事業の廃

止（届出を行わない事実上の廃止を含む。以下同じ。）又は事業の休止（届



出を行わない事実上の休止を含む。以下同じ。）をせず、運営を継続する予

定の事業所であること。 

（４）同一所在地で障がい福祉サービス事業所を運営している事業所において

は、藤沢市障がい福祉サービス事業所物価高騰対応助成金の交付申請を行

っていない事業所であること。 

２ 前項の規定に関わらず、事業所を運営する事業者が、本市に納めるべき市税

を滞納している場合は、助成の対象としない。 

 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、次の各号に定める区分に応じ、当該各号に定めるとおり

とする。 

（１）訪問系事業所及び通所系事業所 

別表のサービス種別等欄に定める事業所ごとに、同表の助成額（月額）欄

の額に、令和６年度の運営予定月数を乗じた額とする。 

（２）入所・居住系事業所 

別表のサービス種別等欄に定める事業所ごとに、助成額（月額）欄の額に

利用定員数を乗じた額に、令和６年度の運営予定月数を乗じた額とする。 

２ 前項に規定する運営予定月数は、月の途中において事業所の運営を開始す

る場合は、当該月を運営予定月数に含めないものとする。また、法に基づく指

定取消等の処分を受けている事業所等については、当該処分期間中を運営予

定月に含めないものとする。 

 

（交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、市長が別に定める日までに、藤沢

市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金交付申請書兼請求書（様式第

１号）を市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による助成金の交付申請があったときは、その内容

を審査の上、助成の可否を決定し、藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対

応助成金決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。ただ

し、交付を決定した場合の通知は、申請者が指定する金融機関の口座への助成

金の振込みをもって代えることができるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金交付の決定をする場合において、次のとお

り指示又は条件を付けるものとする。 



（１）この助成金の執行が確認できる帳簿等証拠書類を整備し、交付決定日の属

する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（２）この助成金の執行について行う調査、指示又は報告の求めがあった場合

は、それに協力すること。 

（３）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 

（助成金の交付） 

第７条 市長は、前条の規定により助成を行うことを決定したときは、交付を決

定した日から起算して３０日以内に助成金を交付するものとする。 

 

（報告及び調査） 

第８条 市長は、助成金の適正な支給のため必要があると認めるときは、交付対

象者に対し、報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入らせ、

帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができ

る。 

 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、第６条の規定による交付決定を受けたものが、次の各号のいず

れかに該当するときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。 

（１）偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

（２）助成金の交付の条件又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定による交付決定の取消しを行ったときは、藤沢市介護保

険サービス事業所物価高騰対応助成金交付決定取消通知書（様式第３号）によ

り、当該取消しに係る交付対象者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取消

した場合において、助成金の取消しに係る部分に関し、既に助成金を交付して

いるときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

 

（利用者への還元） 

第１１条 この助成金の交付を受けた者は、助成の趣旨に従い、利用者への経済

的還元に努めるものとする。 



 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

 

  附 則  

（施行期日） 

１ この要綱は、公表の日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前

にこの要綱に基づき既になされた交付申請に係る支援金の交付に関しては、

同日以後もなおその効力を有する。



別表（第２条関係） 

区 分 サービス種別等 助成額（月額） 

訪問系事業所 

居宅介護支援 

介護予防支援 

訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

福祉用具貸与 

特定福祉用具販売 

夜間対応型訪問介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

訪問型サービス 

１事業所当たり 

４，０００円 

通所系事業所 

通所介護 

通所リハビリテーション 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

通所型サービス（定員１９人以上） 

１事業所当たり 

２０，０００円 

認知症対応型通所介護 

地域密着型通所介護 

通所型サービス（定員１８人以下） 

１事業所当たり 

１３，０００円 

入所・居住系 

事業所 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護医療院 

特定施設入居者生活介護 

短期入所生活介護 

短期入所療養介護 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員１人当たり 

３，０００円 

 

（備考） 

１ 各介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業（指定型に限る。）を含む。 

２ 介護サービスと介護予防サービスの両方の指定を受けている場合は、１つの事業所として

取り扱う。 



３ 訪問型サービスと訪問介護、通所型サービスと通所介護又は地域密着型通所介護の両方の

指定を受けている場合は、１つの事業所として取り扱う。 

４ 福祉用具貸与と特定福祉用具販売の両方の指定を受けている場合は、１つの事業所として

取り扱う。 

５ 事業所の空床を用いて実施している短期利用については、助成の対象としない。 

６ 法第７１条第１項の規定により指定居宅サービス事業者とみなされる保険医療機関は、次

のいずれかに該当するものに限り支給の対象とする。 

（１）令和６年４月から１２月までの提供分における藤沢市からの介護報酬受領額が８０万円

を超える事業所であること。 

（２）申請日において、開設後の営業月数が１２か月に満たない保険医療機関にあっては、令

和６年４月以降に受領した藤沢市からの介護報酬受領額の合計を営業月数で除し、これに

９を乗じて得た額が８０万円を超えるもの 



様式第１号（第５条関係）

年 月 日

１．申請者
【法人情報】

【事業所情報】

２．申請内容

人 ※利用定員数は、入所・居住系サービスのみ入力

円

月

円

３．同意・誓約事項

　次の全ての事項について、誓約・同意します。

(1)

(2)

(3)

(4)

４．指定口座

＜申請に係る担当者及び連絡先＞

交付審査のために必要がある場合は、市長が市税の納付状況の確認を行うことに同意します。

フ リ ガ ナ
口 座 名 義

支 店 名 支 店 コ ー ド

預 金 種 別 □ 普通　　□ 当座 口 座 番 号

交付申請時点において対象事業所を運営しており、令和7年3月31日まで事業を継続する見込みです。

市税を滞納していません。

偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けた場合やその他市長が不適当と認める事由が生じた場合等
に、助成金の交付決定の取消しを受けたときは、助成金を返還します。

金 融 機 関 名 金 融 機 関 コ ー ド

所 属 部 署 等

氏 名 連 絡 先

助 成 額 （ 月 額 ）

交 付 申 請 額

事 業 所 名

事 業 所 代 表 者
職 ・ 氏 名

利 用 定 員 数

運 営 月 数

藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金交付申請書兼請求書

藤 沢 市 長

　藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金について、次のとおり申請（請求）します。
なお、交付決定をしたときは指定口座に振り込んでください。

法 人 所 在 地

サ ー ビ ス 種 別

事 業 所 所 在 地

法 人 名

法 人 代 表 者
職 ・ 氏 名

事 業 所 番 号



様式第２号（第６条関係）

年　　　月　　　日

藤沢市長

　鈴　木　恒　夫

　次のとおり決定しましたので通知します。

円

１　この助成金の執行が確認できる帳簿等証拠書類を整備し、

　交付決定日の属する年度の終了後５年間保管しておかなけれ

　ばならない。

２　この助成金の執行について行う調査、指示又は報告の求めが

　あった場合は、それに協力すること。

３　虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受けたと認めら

　れるとき、助成金の交付の条件又はこの要綱に違反したときには、

　助成金の全部又は一部の返還を求める場合がある。

（事務担当　福祉部介護保険課）

所在地

事業所名

代表者氏名

交 付 に 係 る
指 示 ・ 条 件

不 交 付 の 理 由

藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金決定通知書

決 定 区 分  　□ 交付　　 　□ 不交付

助 成 金 額



様式第３号（第９条関係）

年　　　月　　　日

藤沢市長

　鈴　木　恒　夫

　次のとおり決定しましたので通知します。

円

円

円

１　この助成金の執行が確認できる帳簿等証拠書類を整備し、

　交付決定日の属する年度の終了後５年間保管しておかなけれ

　ばならない。

２　この助成金の執行について行う調査、指示又は報告の求めが

　あった場合は、それに協力すること。

３　虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受けたと認めら

　れるとき、助成金の交付の条件又はこの要綱に違反したときには、

　助成金の全部又は一部の返還を求める場合がある。

（事務担当　福祉部介護保険課）

決 定 区 分 　 □ 交付決定取消　　□ 不交付決定取消　　□ 交付決定一部取消

既 交 付 決 定 額

交 付 に 係 る 条 件

交 付 取 消 額

差 引 助 成 額

取 消 理 由

藤沢市介護保険サービス事業所物価高騰対応助成金決定取消通知書

所在地

事業所名

代表者氏名


